
 

 

様式第３号の２（第７条関係） 
 

審 議 経 過 
Ｎｏ．    

 
（１）立地適正化計画における誘導区域の設定について（資料1） 

資料を用い、第4回策定委員会で委員からいただいた意見を基に修正を加えた居住誘導区

域と都市機能誘導区域について説明を行った。 

 

●居住誘導区域の修正内容 

・区域から除外することとしていた学校敷地と２.０ｈａ以上の都市公園を区域に含める

こととする。 

・八谷搦周辺の商業施設が立地する地域を区域に含めることとする。 

・都市的土地利用が見込めない山林等を区域から除外することとする。 

●都市機能誘導区域の修正内容 

・居住誘導区域の修正と合わせて、国見台公園や図書館周辺を区域に含めることとする。 

 

（委員長） 

・誘導区域の修正内容について説明いただいたが、ご質問やご意見等はあるか。 

（委員） 

・駅から１kmとインターチェンジから800mという指標を設定しているが、立地適正化計画

は基本的に公共交通をベースとしたネットワークという考え方に基づいている。 

・インターチェンジは自家用車の交通に対応しており、公共交通とは関係がないように思

われるが、この点についての考え方を聞きたい。 

（事務局） 

・ご指摘の通り、立地適正化計画は公共交通の結節点からの一定の距離圏という視点があ

る。 

・しかし、伊万里市では伊万里中ＩＣの開通による人口流入が予想され、総合計画等でもＩ

Ｃ周辺を本市のまちなかや西九州北部地域一体への人口流入を図る観光・周遊起点とし

て位置付けている。 

・以上のような都市構造上の特徴を踏まえると、一般的にＩＣは自動車交通が主となるも

のであるが、伊万里中ＩＣ周辺については、まちなかへの人の流れが創出される交流拠

点となりうることから、このエリアについても都市機能誘導区域を設定する必要がある

と考える。 

 



 

 

（委員長） 

・他にご質問がなければ協議事項２に進む。 

 

（２）都市計画マスタープランにおける地域別構想について（資料２） 

資料を用い、都市計画マスタープランに定める地域別構想について、市域を中央地域、北

部地域、東部地域、西部地域の４地域に分けて説明を行った。 

 

●中央地域 

【該当する地区】 

・伊万里地区、大坪地区、立花地区、大川内町、牧島地区、二里町の６地区 

【人口】 

・地域の人口は2010年以降、減少に転じており、市全域と比較して緩やかなペースではあ

るものの、今後は人口減少が進む見込み。 

・高齢化率は市全域と同様の傾向で進んでおり、2050年には高齢化率が地域人口の約４割

に達する見込み。 

【土地利用】 

・交通の要衝、行政・文化機能の中心として発展してきた歴史を持つことから、市全体と

比較して建物用地の割合が多く、用途地域内を中心に市街化が進んでいる。 

【アンケート調査】 

・施策の重要度と満足度がともに高い項目としては、「買い物をする場所の充実」や「治

安・防犯に対する安心感」などの７項目が該当。 

・重要度が高いものの満足度が低い項目としては、「公共交通の利用のしやすさ」や「商店

街・伊万里駅周辺における賑わい」などの４項目が該当。 

【ＷＳで得られた地域の魅力】 

・店舗や医療施設などが集積しており日常生活に困らないこと、伝統行事や地域イベント

が盛んであること、大川内山のまちなみなどの意見が寄せられた。 

【地域の課題】 

・以上の調査結果を踏まえ、以下の３つの視点から中央地域における課題を整理した。 

①土地利用・市街地整備 

②都市施設整備 

③自然環境・景観形成・防災等 

【中央地域の目指すべき姿】 



 

 

・中央地域の特徴を踏まえ、「歴史・伝統・自然に彩られた 賑わいあふれる誰もが住み続

けたいまち」と定めた。 

【地域の整備方針】 

・中央地域の課題を踏まえ、以下の視点から地域の整備方針を定めた。 

①土地利用・市街地整備 

・「伊万里市の顔」となる中心拠点の形成 

・中心拠点を補完する地域拠点の形成 

・身近な生活拠点の形成 

・伊万里中IC（仮称）における周遊起点の形成 

・スポーツ・レクリエーション拠点の機能強化 

・観光・交流拠点の機能強化 

・生活利便性・安全性の高い市街地の形成 

・無秩序な開発の抑制による優良な農地の保全 

②都市施設整備 

・西九州自動車道や幹線道路の整備促進 

・生活道路の安全対策の推進 

・公共交通ネットワークの維持・充実 

・公園の計画的な改修・維持管理 

③自然環境・景観形成・防災等 

・豊かな自然環境の保全・活用 

・地域固有の歴史・文化・景観を活かしたまちづくりの推進 

・防災・減災対策の推進 

 

●北部地域 

【該当する地区】 

・波多津町、黒川町の２地区 

【人口】 

・地域の人口は４地域の中で最も少なく、今後は市全体よりも早いスピードで人口が減少

する見込み。 

・高齢化率も市全体よりも高い水準にあり、2050年には高齢化率が地域人口の約６割を超

える見込み。 

【土地利用】 

・伊万里湾沿岸が都市計画区域に指定されており、東側は区域外となっている。 



 

 

・地域の７割近くが森林となっており、建物用地の割合は市全体よりも低い。 

【アンケート調査】 

・施策の重要度と満足度がともに高い項目としては、「治安・防犯に対する安心感」や「上

下水道や生活排水の整備状況」などの５項目が該当。 

・重要度が高いものの満足度が低い項目としては、「公共交通の利用しやすさ」や「買い物

する場所の充実」などの６項目が該当。 

【ＷＳで得られた地域の魅力】 

・高尾山やアグリ山などの豊かな自然、いまりんビーチや伊万里ファミリーパーク、七ツ

島工業団地といった意見が寄せられた。 

【地域の課題】 

・以上の調査結果を踏まえ、以下の３つの視点から北部地域における課題を整理した。 

①土地利用・市街地整備 

②都市施設整備 

③自然環境・景観形成・防災等 

【北部地域の目指すべき姿】 

・北部地域の特徴を踏まえ、「豊かな海と山を活かした 人にやさしく、つながりが生まれ

るまち」と定めた。 

【地域の整備方針】 

・北部地域の課題を踏まえ、以下の視点から地域の整備方針を定めた。 

①土地利用・市街地整備 

・身近な生活拠点の形成 

・活力あふれる産業拠点の形成 

・観光・交流拠点の機能強化 

・優良な農地の保全と集落地の維持・活性化 

②都市施設整備 

・幹線道路の整備促進 

・生活道路の安全対策の推進 

・公共交通ネットワークの維持・充実 

・公園の計画的な改修・維持管理 

③自然環境・景観形成・防災等 

・豊かな自然環境の保全・活用 

・地域資源を活かしたまちづくりの推進 

・防災・減災対策の推進 



 

 

・港湾機能の強化 

 

●東部地域 

【該当する地区】 

・南波多町、大川町、松浦町の３地区 

【人口】 

・地域の人口は、市全体よりも早いスピードで人口が減少する見込み。 

・高齢化率は４地域の中で最も高く、2050年には高齢化率が地域人口の約７割に達する見

込み。 

【土地利用】 

・全域が都市計画区域外となっている。 

・建物用地の割合は４地域の中で最も小さいものの、本市の主要産業を支える田畑の割合

が市全体よりも高くなっている。 

・しかし、その田畑の割合も徐々に減少していることが伺える。 

【アンケート調査】 

・施策の重要度と満足度がともに高い項目としては、「幹線道路の整備状況」や「治安・防

犯に対する安心感」などの４項目が該当。 

・重要度が高いものの満足度が低い項目としては、「公共交通の利用しやすさ」や「買い物

をする場所の充実」などの７項目が該当。 

【ＷＳで得られた地域の魅力】 

・大野岳などの自然が織りなす風景、豊かな農畜産物、道の駅伊万里といった意見が寄せ

られた。 

【地域の課題】 

・以上の調査結果を踏まえ、以下の３つの視点から東部地域における課題を整理した。 

①土地利用・市街地整備 

②都市施設整備 

③自然環境・景観形成・防災等 

【東部地域の目指すべき姿】 

・東部地域の特徴を踏まえ、「おいしい食と自然・文化に恵まれた 人がまんなかのまち」

と定めた。 

【地域の整備方針】 

・東部地域の課題を踏まえ、以下の視点から地域の整備方針を定めた。 

①土地利用・市街地整備 



 

 

・身近な生活拠点の形成 

・活力あふれる産業拠点の形成 

・スポーツ・レクリエーション拠点の機能強化 

・観光・交流拠点の形成 

・優良な農地の保全と集落地の維持・活性化 

②都市施設整備 

・幹線道路の整備促進 

・生活道路の安全対策の推進 

・公共交通ネットワークの維持・充実 

③自然環境・景観形成・防災等 

・豊かな自然環境の保全・活用 

・地域資源を活かしたまちづくりの推進 

・防災・減災対策の推進 

 

●西部地域 

【該当する地区】 

・山代町、東山代町の２地区 

【人口】 

・地域の人口は、市全体よりも早いスピードで人口が減少する見込み。 

・高齢化率も市全体より高い水準にあり、2050年には高齢化率が地域人口の約４割に達す

る見込み。 

【土地利用】 

・伊万里湾沿岸が都市計画区域に指定されており、南西部は区域外となっている。 

・建物用地の割合が市全体よりも高くなっており、沿岸部の工業団地を中心に市街化が進

んでいることが伺える。 

【アンケート調査】 

・施策の重要度と満足度がともに高い項目としては、「治安・防犯に対する安心感」や「幹

線道路の整備状況」などの３項目が該当。 

・重要度が高いものの満足度が低い項目としては、「公共交通の利用しやすさ」や「商店

街・伊万里駅周辺における賑わい」などの８項目が該当。 

【ＷＳで得られた地域の魅力】 

・玄海国定公園などの豊かな自然環境、産業拠点となっている工業団地、浦ノ崎駅の桜並

木といった意見が寄せられた。 



 

 

【地域の課題】 

・以上の調査結果を踏まえ、以下の３つの視点から西部地域における課題を整理した。 

①土地利用・市街地整備 

②都市施設整備 

③自然環境・景観形成・防災等 

【西部地域の目指すべき姿】 

・西部地域の特徴を踏まえ、「人と自然がいきいきと輝く 活力ある産業を育むまち」と定

めた。 

【地域の整備方針】 

・西部地域の課題を踏まえ、以下の視点から地域の整備方針を定めた。 

①土地利用・市街地整備 

・身近な生活拠点の形成 

・活力あふれる産業拠点の形成 

・スポーツ・レクリエーション拠点の機能強化 

・優良な農地の保全と集落地の維持・活性化 

②都市施設整備 

・西九州自動車道の整備促進 

・公共交通ネットワークの維持・充実 

・公園の計画的な改修・維持管理 

③自然環境・景観形成・防災等 

・豊かな自然環境の保全・活用 

・地域固有の景観を活かしたまちづくりの推進 

・防災・減災対策の推進 

・港湾機能の強化 

 

（委員長） 

・地域拠点について説明いただいたが、ご質問、ご意見はあるか。 

（委員） 

・本委員会は今回で５回目となるが、回数を経るごとに内容が難しくなっており、頭の理解

が追い付かないと感じている。 

・伊万里市の魅力は梨、葡萄、牛肉などであるが、これらを作る農業従事者は中心部から離

れたところに居住しており、高齢化が進んでいる。 



 

 

・各地域で魅力はあるが、私たち目線では、現状の課題や孫世代までのことしか考えること

ができない。 

・今回の計画が将来を見据えたものであることは理解しているが、20年という将来のまち

づくりの捉え方を教えて欲しい。 

（事務局） 

・今回の計画は、20年後のまちの理想像をハード面から目指すものとなっている。 

・まちづくりにも「ソフト面のまちづくり」と「ハード面のまちづくり」の２つの考え方が

あり、今回の計画は、建物や道路などのハード面の整備について、20年後を思い描きなが

ら策定する計画となっている。 

・例えば、東部地域などでは、「コミュニティセンター周辺で生活拠点の形成を図る」とい

った方針を記載している。 

・この記載に関しては、「ハード面のまちづくり」として、各地域に住んでいる高齢者など

がコミュニティセンター周辺に行けば買い物ができる、地域の方々と交流できる、とい

った生活スタイルが生まれるようにコミュニティセンターまでの道路を整備する、そこ

に繋がる公共交通を今後も維持していく、といった観点が含まれている。 

・また、先ほど説明した立地適正化計画においては、大きいスーパーに行きたい、病院に

行きたいという生活スタイルに対して、市中心部まで繋がる公共交通網や道路といった

ネットワークを維持して、東部地域などに住む高齢者や子供たちが安心して暮らし続け

られるための基盤を作る、という考え方の計画になっている。 

（委員） 

・今後、町内会の実施が予定されている。 

・参加される方は身近な問題には関心を持って取り組まれるが、将来を見据えたこの計画

について、私の方から説明することは難しいと思っている。 

（事務局） 

・形式は未定であるが、今後、地域住民の方々に計画の内容をご理解いただくような説明

会の実施を予定している。 

 

（委員） 

・各地域でキャッチフレーズのようなものを設けてあるが、これは必要なのか。 

・冒頭の説明文だけで十分理解できると考えており、特に東部地域のキャッチフレーズに

は違和感を覚える。 

（委員長） 

・私も同じ意見である。 



 

 

・現在のキャッチフレーズは地域の全てを網羅できていないように思われるため、むしろ

無い方が良いのではないか。 

（事務局） 

・事務局側でも無い方が良いのではないか、という意見が出ていた。 

・他自治体の都市計画マスタープランでは記載することが一般的であるため本市でも記載

していたが、皆さまからのご意見を踏まえて記載しない方向で修正を行う。 

 

（委員長） 

・４つの地域がどのように繋がり、まちづくりが発展していくのか、という点が抜けてい

るように感じる。 

（事務局） 

・各地域の繋がりなどの市全体を見渡した大きな構造については、前々回の委員会の協議

事項であった全体構想にて、各地域を繋げるネットワークや基幹となる軸などを示すこ

とになる。 

 

（委員） 

・農業地域である東部地域が2050年には人口の7割が高齢化すると聞き、危機感を覚えた。 

・資料22ページに「ふるさと村の機能充実を図る」といった記載があったが、農家がいな

くなった場合、ふるさと村で販売する農産物が無くなるのではないか、と感じている。 

・特に農村地域については、まちづくりを考える上で農家や農地の保全を考えていかなけ

ればならず、保全するためには、人口減少への対応として外からの人の流れを作らなけ

ればならない。 

・解決するためには具体的にどうしたらよいのか、難しい問題だとは理解しているが、ご

意見をお聞きしたい。 

（事務局） 

・事務局でも解決策を見出すに至っておらず、地域別の人口の見通しを見て愕然としてい

る。 

・特に北部地域と東部地域については、人口の変動率がピーク時の20％台と厳しい数字が

でており、事務局では空き家等も所管していることから、移住、定住、空き家問題等を

絡めながら、市として対策を打ち出していくことが重要と考えている。 

 

（委員） 



 

 

・市民意向アンケートについて、４つの地域全てで公共交通機関の利用しやすさの観点で

重要度は高いものの満足度が低い、という結果が出ており、公共交通機関を担う立場と

して改めて必要性を認識している。 

・このような背景の中で、資料23ページで「ＪＲ・ＭＲの各鉄道駅は、周辺地域における

役割を検証しながら、必要に応じて交通結節点としての機能充実を促進します」と記載

している。 

・似た記述が資料30ページにもあるが、こちらには「必要に応じて」という文言がない点

について、理由をお聞きしたい。 

・ＪＲとＭＲは共に国鉄から引き継いだものであり、ダイヤや設置個所はこれ以上変える

余地はないのが現状である。 

・そのため、「必要に応じて」という文言があるのとないのでは意味合いが大きく異なる。 

（委員） 

・「必要に応じて」とは、「色々な検証をしながら、場合によっては必要な施策を打ってい

く」という意味合いだと認識しているため、資料30ページにも「必要に応じて」という

文言にも記載した方が良い。 

（事務局） 

・ご指摘を踏まえて表現の修正を行う。 

 

（委員） 

・地域の魅力はＷＳで出たものを記載しているものと理解している。 

・対して、課題の方が記載内容が多くなっているが、この課題についてもＷＳで出た意見

が根拠となっているのか。 

・各地位の強みと弱みが次の方針に繋がってくるものであり、課題が多いのは仕方がない

ことかもしれないが、もっと良いところがあるのではないかと考える。 

（事務局） 

・ＷＳでは「地域の魅力と課題」という形で参加者からご意見を集めている。 

・そのため、地域の課題の部分にはＷＳの意見が含まれているが、これ以外にも道路交通

の整備状況等の定量的なデータに基づく課題も含まれており、地域の魅力と比較して全

体のボリュームが大きくなっている。 

（事務局） 

・青年部の世代からすると、将来像を描くことは非常に大切と理解しているが、どうして

も課題解決に目が行きがちになる。 



 

 

・そのため、将来像としてワクワクするようなこと、強みを伸ばすことを盛り込んでもら

えると非常に良いと感じる。 

・また、私の会社が西部地域に立地しているが、松浦市からのバスが運行停止になってお

り、この点は重要な課題の一つだと感じている。 

・このような課題についても、深掘りを行っても良いのではないかと考える。 

 

（委員長） 

・高齢化率の推移を見ると、東部地域や北部地域と比較して中央地域や西部地域の増加が

緩やかになっていることが気になった。 

・この点について、何か要因があるのか。 

（事務局） 

・確証を得ているわけではないが、中央地域については、働く場や学校が立地している関

係で移り住んでいる方が多い印象を持っている。 

・西部地域については、進出企業が大規模雇用計画の中で工場新設などに取り組んでおり、

これらの施設で働く方が移り住まれて若年層が増えている、人口減少が抑えられている

のではないかと考えている。 

 

（委員） 

・資料に記載されている内容が全て実現できれば良いが、20年後を見据えた場合、伊万里

市の人口動態や予算的な問題で実際にこれらが実現できるかどうかが重要ではないか。 

・資源の集中という点で、人口が少ないところには予算が配分できないのであれば、税収

や予算の組み方などをある程度見越して考えなければ絵に描いた餅になるのではない

か。 

・具体的に2045年の伊万里市の人口と予算がどの程度なのか、それに対してどこに資源を

集中させるのか方向性を出さなければ人が集まってこないのではないか。 

・国からの交付金が得られるか分からない状況であれば、まちのどこかに核を決めるのか、

方向性を決めるのがこの会議だと考えていた。 

（委員長） 

・人口については、第２回の委員会で2045年には人口が38,000人まで減少する見込みとな

っている。 

・今後の税収の減少に対して具体的な議論をしなければならない、という意見に対して、

事務局から何かあるか。 

（事務局） 



 

 

・人口については、委員長が説明された通りである。 

・今後の税収については、現段階では具体的な検討を行えていないが、今回、立地適正化

計画を策定しようとしていること自体がご指摘いただいたような懸念事項に対応する

ものとなっている。 

・立地適正化計画を策定するメリットとしては、都市のコンパクト化や公共交通ネットワ

ークの構築という点から、居住や都市機能を集約することで行政サービスの効率化、行

政コストの削減、サービス産業の顧客の維持、地域経済の維持といった効果が期待され

ている。 

・先ほど、ご指摘されたことへの対応として、今回、立地適正化計画を策定して、今後に

備えたいというのが事務局の考えである。 

・また、都市計画マスタープランでは、計画内に記載していない都市計画事業は基本的に

実施が難しくなる。 

・風呂敷を広げすぎるのは良くないが、逆に狭めすぎると計画に書いてない都市計画事業

が実施できない、国の補助金を得られない、という問題が発生するおそれがある。 

・加えて、人口の見通しなどを踏まえると事業を実施できない可能性がある、というご指

摘があったが、都市計画マスタープランは策定して終わりではなく、10年ごとに見直し

を行うものとなっている。 

・立地適正化計画はさらに短い５年ごとに計画の評価と見直しを行うこととなっており、

その際に社会状況などの変化を踏まえて実施できない事業があれば、記載内容の変更を

随時行うことができる。 

（委員） 

・５年後にこの計画の見直しがあるということか。 

（事務局） 

・立地適正化計画は５年ごと、都市計画マスタープランは10年ごとに更新を行う。 

・また、立地適正化計画は、先ほど指摘された資源を集中させる場所、市として活性化を

図る場所を協議事項１で示した誘導区域として定めることで、立地適正化計画に基づい

た事業に対して国からの補助制度を活用することができる。 

・自治体として資源を集中させて拠点の魅力を高める、活性化を図るためのものが立地適

正化計画となっている。 

（委員） 

・では、20年前に同じような計画を策定しており、今回は５年ごとの見直しの段階という

ことか。 

（事務局） 



 

 

・都市計画マスタープランと立地適正化計画はいずれも今回が初策定である。 

（委員） 

・20年前はこのような計画が全くなかった、ということか。 

・他都市ではすでに策定しているようなものなのか。 

（事務局） 

・都市計画マスタープランについては、他自治体では合併のタイミングで策定している場

所が多いと聞いている。 

・立地適正化計画については、ここ10年程度で始まった新しい制度になり、伊万里市とし

ては、都市計画マスタープランと立地適正化計画を同時に策定する形となる。 

（委員長） 

・この委員会が、都市計画マスタープランと立地適正化計画という２つを議論する委員会

であるため、少々分かりづらくなっている。 

・２つを分けて考えながら、場合によっては連携している部分がある、という点について

ご理解をいただければと思う。 

・なお、都市計画マスタープランは伊万里市の全域を対象としているが、立地適正化計画

はそのうち都市計画区域に対象が限定されている。 

・その中で、コンパクトシティ・プラス・ネットワークという考え方に基づいて、今後の

人口減少、少子高齢化社会への対応として知恵を出し合い、より良い計画を作ることが

できればと考える。 

 

（委員） 

・中央地域の方針として「賑わいの創出」という記載が散見されるが、伊万里市で「賑わい

の創出」を考える際、「居住」という部分をどのように考えているのか。 

・中央地域のみが都市機能誘導区域が指定されており、その周辺に居住誘導区域が設定さ

れている。 

・「賑わいの創出」を考えるのであれば、個人的には中心拠点にも人が住むべきだと考える。 

・この都市機能誘導区域に居住という視点はあるのか。 

（事務局） 

・回答としては、都市機能誘導区域と居住誘導区域は重なるものになっている。 

・国の資料では、まず居住誘導区域があり、その中心に暮らしに必要な都市機能や外部から

人を呼び込むような交流機能が立地する都市機能誘導区域が位置するような模式図が示

示されている。 



 

 

・逆に、それらの都市機能を維持するためには、周辺に一定以上の人口が住んでいなければ

ならない、都市機能誘導区域の周りには居住誘導区域があり、それらは重なっていない

といけない、という考え方である。 

（委員） 

・都市機能誘導区域にもどんどん住んでもらいたい、工場誘致などが成功したら、その従業

員には駅前に住んでもらうなど、そのような取組がセットの方が良い。 

・都市としては、外の人にとっても便利であることが大事だと考える。 

・これは難しいことであるが、中心拠点を今一度頑張って盛り上げていこうとする際、居住

と都市機能を市全域の中でも中心拠点に力を入れて進めていくべきである。 

・また、地域別構想では、都市部以外の内容が記載されているが、農業地域や山林地域の地

域別構想を考える際、私は学校が特に大事だと思っている。 

・資料17ページに北部地域の整備方針図が掲載されているが、この図からは「黒川コミュニ

ティセンターを中心として生活拠点を作りましょう」という強いメッセージが読み取れ

る。 

・これは生活拠点に都市機能を立地させようとしており、他の場所に立地させる場合には

また理屈を組み直さなければならない、というものだと思っているが、そうした場合、

黒川小学校とコミュニティセンターを一体のものとして考える、生活拠点の範囲を広げ

る、といった考え方はできなかったのか。 

（事務局） 

・黒川小学校については、元々の校舎が現在示している生活拠点の範囲内に立地していた。 

・当時、黒川小学校の他に東黒川小学校と黒川小学校分校の３つが存在しており、これらが

統廃合されたことで、40年ほど前に各校舎の中央あたり、現在の位置に黒川小学校が新

設された、という歴史がある。 

・ご指摘いただいた生活拠点の範囲を大きくすることも考えられるが、人口減少の観点か

ら黒川小学校と波多津小学校がいつまで維持できるか、という課題がある。 

（委員） 

・例えば、生活拠点などに居住を集約していくということになれば、この範囲外で新しく家

を建てたりすることが難しくなる、ということか。 

（事務局） 

・立地適正化計画にはそこまでの強制力はなく、あくまで誘導となる。 

（委員） 

・市街化調整区域にするのでもなく、ただ任意という形式であればこれまでと何も変わら

ないのではないか。 



 

 

（事務局） 

・今回はお示ししていないが、前回の委員会で立地適正化計画の「誘導施策」のご説明を行

っており、これは誘導区域の外側を規制するのではなく、誘導先に何かしらのメリット、

税制などの優遇措置を設けることで、それにより緩やかに誘導区域内、まちなかへと誘

導を図るものとなっている。 

・そして、農業を営んでいる方など、誘導区域の外に住んでいる方たちの生活を守ることも

重要であることから、誘導区域外の集落地などと居住を誘導する場所、都市機能を誘導

する場所をネットワークで繋ぐ、という考え方になっている。 

（委員） 

・ネットワークとは何か。 

（事務局） 

・公共交通網や道路網を指し、それらを今後も適切に維持する、という考え方である。 

（委員） 

・市の方では現在のインフラ、水道や道路を維持していくという考え方なのか。 

・今後は緩やかに誘導していくことになるかとは思うが、誘導している間も生活される方

がいて、その方たちにとっては道路などのインフラは生活の基本になる。 

・そして、人口が減少するなかで集中投資ができないということであれば、市の方で都市計

画の全体にかける今後の予算配分など、具体的な方向が分かると良いと考える。 

・お金がなければ実現できないことが多いため、この委員会は資源の集中と選択の方向性

を議論する場ではないのか。 

（委員長） 

・上下水道などのインフラは分散的に整備されているので集中というのは難しいのではな

いかと考える。 

・これらの維持管理が財政的な負担になっており、ユーザーに対しての使用料金が多くな

る、ということになる。 

・加えて、耐震化工事なども含めるとさらに負担が大きくなるため、道路と水道は少し意味

合いが異なるのではないか。 

（委員） 

・国道、県道、市道など広い意味でのインフラとしての考え方をお聞きしたい。 

（委員長） 

・おそらく、今ある施設は現状を維持することになり、それが水道料金などに影響を与える

ことになるのではないか。 

（委員） 



 

 

・固定資産税が上がるか水道料金等が上がるか、ということだと思うが、それに対して国か

らの交付金の活用などの方向性を示すのが市の考え方だと認識している。 

（委員長） 

・公共交通機関であれば集中という考え方が分かりやすいが、水道に関しては分散して整

備されているため、それを廃止することはできないと考える。 

（委員） 

・もちろんすぐに廃止するということではないが、20年後を見据えた方向性を今考えない

といけないのではないか。 

・伊万里市だけではなく他の地域も参考にしながら、どのような方向性で進めるのがよい

か、生活費が安い、住みやすい、安全など、みんなが伊万里市に集まるような形になるの

が一番だと考える。 

（委員長） 

・おそらく、この立地適正化計画の中で、居住誘導区域や都市機能誘導区域に資源が集中さ

れるような施策を打つ、という形になる。 

（委員） 

・そのような内容を他の地域の事例をたたき台として、伊万里市の状況に合うものを選択

するしかないのではないか。 

・一から作るよりも他の地域でも課題となっていることを10～20個程度出してもらい、伊

万里市にあてはまるものを選ぶという形にしないと残り３回という限られた時間内で決

めるのは難しいのではないか。 

（委員長） 

・これまでアンケート調査結果などを基に伊万里市の課題を抽出しており、それらを基に、

今後の方向性を議論するための材料として地域別の課題を提示していただいている。 

・それらを踏まえて、この都市計画マスタープランと立地適正化計画の両計画を策定しな

ければならない。 

・そして、あくまで計画であるため、予算までを含めて全てを決定論的にまとめることは難

しいと考える。 

・また、両計画は今回策定して終わりではなく、定期的に見直しを行えるものであるため、

徐々に計画を進めていく、100％全てを今回の計画で実施する、というものではない。 

・皆さまのご意見をいただき、内容をより良いものにしていき、この２つの計画を策定して

いければと考える。 

（事務局） 

・事務局でも、将来こうであってほしいという思いを込めた計画にしたいと考えている。 



 

 

・また、予算の話があったが、20年後となると経済情勢や国の制度などが不透明な部分があ

るため、計画の見直しによって、取り組まなければならないことを取捨選択しながら進

めていきたい。 

 

（委員長） 

・その他、皆さまから何かあるか。 

・先ほどの説明では省かれたが、資料１の19ページと20ページに届出制度について記載さ

れている。 

・居住誘導区域外における届出や都市機能誘導区域外における届出により、誘導区域内に

誘導を図るということなのか。 

（事務局） 

・届出制度自体は、まちなかに居住が進んでいるのかなど、自治体側が誘導の効果を把握す

るための指標として運用されるものである。 

・この指標は国からも問われるものであり、立地適正化計画を策定して本当に居住や都市

機能の誘導が進んでいるのか、計画が適正に運用されているか、効果が得られているか

といったことを把握するための制度となっている。 

・そのため、居住誘導区域外で届出を出したからといって、誘導区域外に居住することを規

制するものではない。 

・誘導区域内で都市機能を立地させる、居住をすることのメリットを提示することで緩や

かに誘導を図る、という考え方である。 

（委員） 

・それは具体的に固定資産税を安くする、といった意味か。 

・メリットと言うが、現状の固定資産税はどれだけで数年後には何％にします、といった方

法が考えられるのか。 

・また、届出制度は建築確認申請の際に添付するだけで良いのか。 

・今回、計画が策定されたらすぐに適用されるという認識か。 

（事務局） 

・届出制度について、計画が今年度末での策定になるため、２月末～３月までの周知期間を

設け、４月１日から計画の公表に合わせて届出制度が適用されることになる。 

（委員） 

・具体的な書式はあるのか。 

・また、建築確認申請の際に一緒に添付するか。 

（事務局） 



 

 

・具体的な書式はまだ決まっていないが、国の様式が既にあるため、それに基づいてこれか

ら作成することになる。 

・添付というよりも、届出制度は都市政策課だけに提出するものとなっている。 

（委員） 

・市の建築課に出すということは、許可制になるのか。 

（事務局） 

・あくまで届出を出すだけの処理になる。 

（委員） 

・つまり日付の入った印鑑を押して、建築確認申請に添付して市に申請すれば良いという

ことか。 

（事務局） 

・そのような認識で問題ない。 

・具体的な様式等については、今後作成することになる。 

（委員） 

・今後は、何ｍ2の建物を建てます、という具体的な内容が決まった段階で届出が必要とい

うことか。 

・また、届出の際には具体的な理由が必要なのか。 

・それとも、何戸のアパートをこの場所に建てます、と市に伝えれば建物は建てられる、と

いうことか。 

（事務局） 

・資料１の最後にも記載がある通り、届出制度には建物の戸数によって対象外となる場合

がある。 

・例えば、個人が家を１軒建てるだけなら届出は不要だが、大規模な開発によりアパートや

集合住宅を建てる際などに届出が必要となり、届出を行えば建設は可能である。 

（委員） 

・誘導区域にアパート等を建てることのメリットはあるのか。 

（委員） 

・届出が不要になるのではないか。 

（事務局） 

・先ほど話された税制上のメリットについては、今後検討を進める必要がある。 

・似たような施策を取り組んでいる自治体はあるが、それを伊万里市でも実施できるか否

かは別問題と考えている。 



 

 

・現時点では直接的なメリットとしては、届出が不要となることだけであり、それ以外で

は、誘導区域を設定しているため、スーパーや病院などが近くにある、といことが間接的

なメリットになる。 

・立地適正化計画はこれらの機能を中心に集約する計画になっているため、20年という期

間で緩やかな誘導を図っていきたいと考えている。 

 

（委員長） 

・誘導区域に指定すると地価は上がるものなのか。 

（事務局） 

・国の方でも同じような評価の視点を考えられているが、まだ創設されて10年しか経過し

ていないため、効果がはっきりと見えていない。 

・地価が上がった自治体もあるが、例えば、長崎市などはスタジアムシティの開発や新幹線

の開通などによって地価が上がったとも考えられ、本当に誘導区域を設定したことによ

る効果なのか、判断が難しい状況にある。 

・誘導区域が設定されたことによりスーパーや図書館が建った事例もあるが、伊万里市の

場合は市民会館跡地以外の施設を新たに建てることはすぐには難しいと考えており、誘

導区域を設定したからといって地価が上がるかどうかは分からない。 

 

（委員長） 

・他に意見がないようであれば、本日の議事は以上とする。 

 

※主な発言の要旨等、審議経過がわかるように記載すること。 


